
Ⅱ 調査結果の概要

１ 推計人口・世帯数

(1) 人口・世帯数の推移

徳島県の令和５年１月１日現在推計人口は，701,962人(男335,426人，女366,536人)となって

いる。（表１）

人口は昭和31年以降減少傾向であったが，昭和48年を境に増加し始め，昭和63年に836,132人に

達した。その後は再び減少傾向となり，平成11年以降は毎年減少している。

世帯数については昭和30年では174,250世帯であったが，その後，増加しており令和５年では

309,265世帯となっている。

表１ 徳島県における１月１日現在の推計人口（昭和30年～令和５年）





１）昭和30年は10月１日現在の国勢調査の数値。

２）出生，死亡，転入，転出の数値は，毎年１～12月の合計。ただし，昭和30年は10～12月合計。

３）国勢調査の実施年は10月１日現在の人口を国勢調査の数値に置き換えるため，自然動態及び社会動

態の数値を加減しても，翌年の１月１日現在の推計人口の数値と一致しない（昭和31年を除く）。



(2) 市町村別人口

令和５年１月１日現在の総人口に占める市町村別人口の割合をみると，徳島市が35.5％と，徳島県

の人口の３分の１以上が徳島市に集中していることがわかる。

市町村別人口を30年前の平成５年と比べると，人口の増加数は藍住町（8,600人増）が最も大きく，

次いで北島町(3,915人増),松茂町(1,466人増)の順，逆に減少数は三好市（18,970人減）が最も大きく，

次いで徳島市（15,602人減），阿南市（12,284人減）の順となっている。

また，10年前の平成25年と比べると，人口が増加している県内市町村は２町のみで，藍住町（1,405

人増），北島町（1,104人増）の順となっている。（表２）

表２ 市町村別人口

１）各年１月１日現在

２）平成５年及び平成15年における阿南市，吉野川市，阿波市，美馬市，三好市，那賀町，美波町，海陽町，

つるぎ町及び東みよし町の人口は，旧市町村の人口を合計した数である。



(3) 人 口 密 度

人口密度は，県全体で169.3人/km2となっている。

市町村別にみると，人口密度は北島町2,642.8人/km2が最も高く，次いで藍住町2,175.9人/km2，徳島

市1,301.1人/km2，松茂町998.7人/km2，石井町841.6人/km2の順となっている。

逆に人口密度が低い市町村は，那賀町9.9人/km2，上勝町12.0人/km2，海陽町24.3人/km2，神山町25.2

人/km2，三好市30.8人/km2の順になっている。（図１）

図１ 市町村別人口密度の状況（令和５年１月１日現在）

(4) 年齢３区分別人口

令和５年１月１日現在の年齢３区分別人口を見ると，0～14歳の年少人口は73,833人,15～64歳の

生産年齢人口は362,200人，65歳以上の老年人口は237,502人で，県人口に占める割合は，それぞれ

11.0％，53.8％，35.3％となっている。（表３）

前年に比べると，人口では，年少人口は1,482人（1.97％）減，生産年齢人口は5,105人（1.39％）減，

老年人口は1,237人（0.52％）減となっている。

割合では，年少人口は0.1ポイント低下，生産年齢人口は0.1ポイント低下，老年人口は0.3ポイント上

昇となっており，高齢化が進行していることが示されている。

三好市

東みよし町

三好市
つるぎ町

美馬市

阿波市

吉野川市

板野町

上板町

鳴門市

徳島市

小松島市佐那河内村
神山町

海陽町

阿南市

勝浦町

上勝町

那賀町

牟岐町

美波町

～ 49

50～ 99

100～499

500～999

1000～

（単位：人/㎞2）

石井町

松茂町
北島町

藍住町



表３ 年齢３区分別人口及び割合の推移

１）各年１月１日現在である。

２）年齢は各年１月１日現在で計算している。

３）割合は分母から不詳を除いて算出している。



２ 人 口 動 態

(1) 人口動態の推移

人口動態は，出生・死亡の自然動態と，転入・転出による社会動態に区分することができる。

自然動態について，出生数は長期的に減少傾向にあり，令和４年中の人口千人あたりの

出生数は5.86となっている。一方，死亡数は調査開始以来最低（7.80）となった昭和62年以降上昇傾向が

続 い て お り ， 令 和 ４ 年 中 の 人 口 千 人 あ た り の 死 亡 数 は 1 5 . 4 2 と な っ て い る 。

また，平成６年以降は死亡数が出生数を上回っている。（図２）

社会動態では，転出数が転入数を上回ることが多く，平成11年以降は転出超過の状態が続いている。

（図３）

図２ 人口千人当たりの出生数・死亡数の推移

図３ 年間転入・転出状況の推移



(2) ブロック別・年齢階級別移動状況

令和４年中の移動状況をブロック別でみると，転入，転出ともに近畿ブロックとの移動が最も多く，次いで転

入は四国（徳島を除く）ブロック，転出は関東ブロックとなっている。（図４）

増減をみると，近畿，関東及び中部ブロックにおける転出超過が著しい。（表４）

年齢階級別転入・転出状況の推移をみると，35歳から 44歳の年齢層と 55歳から 65歳以上の年齢層では転入
超過，0歳から 34歳の年齢層および 45歳から 54歳の年齢層では転出超過となっている。特に 20歳から 24歳
の転出超過が著しい。（表５）

図４ ブロック別転入・転出状況

（注）四国には県内移動は含まない。



表４ ブロック別転入・転出者数

表５ 年齢階級別転入・転出状況の推移

地域区分 転入者 転出者 増　減

計 12,503 13,377 △874 

北海道 125 136 △11 

東　北 164 146 18 

関　東 1,827 2,588 △761 

中　部 687 1,195 △508 

近　畿 3,046 3,858 △812 

中　国 1,128 1,175 △47 

四　国 2,280 2,424 △144 

九　州 662 689 △27 

国　外 2,584 1,166 1,418 

（単位：人）

（注）四国には県内移動は含まない。


